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北朝鮮の核リスク管理と「国際安保体制」の変容

－日米韓の「連携政治」及び政策調整メカニズムを中心に－

金　暎根＊

North Korea’s Nuclear Risk Management and Transformation of the 
‘International Security Regime’: Focusing on Korea-U.S.-Japan 

‘Linkage Politics’ and Policy Coordination Mechanisms

KIM, YOUNG GEUN

This study examines North Korea’s. nuclear risk management and security regime 
transformation through trilateral policy coordination mechanisms among South Korea, 
the United States, and Japan. The research investigates policy cooperation and 
confrontation mechanisms regarding North Korea’s nuclear weapons, comparing 
‘Sunshine Policy’ versus ‘hardline policy’ effectiveness through systematic outcome 
assessment. Findings demonstrate that reciprocity-guided North Korea policies benefit 
global security regimes. South Korea evolved from diffuse reciprocity strategies under 
Kim Dae-jung, Moon Jae-in, and Roh Moo-hyun administrations to specific reciprocity 
under Lee Myung-bak and Yoon Suk-yeol governments. Japan’s Liberal Democratic 
Party consistently maintained hardline policies based on specific reciprocity. Trilateral 
hardline stances correlate with increased military tensions and economic instability, 
amplifying US-China influence. The analysis concludes that diffuse reciprocity-based 
policies prove more effective than specific reciprocity approaches for coordinating 
trilateral North Korea policy. This research contributes to understanding optimal 
coordination mechanisms in managing regional nuclear risks within evolving security 
architectures.

Keywords:  Risk Management for North Korea’s nuclear crisis, International Security 
Regime, diffuse/specific reciprocity, Linkage Politics, Deterrence Theory

１　序論 :グローバル ·安保レジームの変容

1.1. 国際レジームと首脳会談による安保政策の調整

本論文の問題意識及び目的は、朝鮮民主主義人民共和国（以下、北朝鮮と略す）の核リ

スク管理をめぐる国際レジームの変容に関して分析することである 1）。特に、北朝鮮リス

クに関する日米韓3国の政策協力（支持）及び葛藤（対立）のメカニズムが、どのように
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1）  次の論文を参考にすること。Kim [2013], pp.183-208.
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作動したのかを究明することにある。国際安保体制の変化や相手国家のガバナンスによっ

て、北朝鮮の対応が変わるという観点から出発する 2）。まず、国際システム（制度・規範）

の活用に関して、多国間主義（マルチレベル）と二国間主義（Bilateralism）のどちらを選

択するのか。一方、北朝鮮のリスクを管理するために、「太陽（宥和）政策」と「強硬政策」

のどちらを支持するかに分類する。さらに日米韓3国が連携政治（Linkage　Politics）を通

じて支払おうとする「費用」と、創出しようとする「便益」に関する議論を検討し、政策

レジームを解析する。

2018年4月27日の南北首脳会談（第1回）、5月26日（第2回）、9月18–20日（第3回）、

史上初の6月12日の朝米首脳会談（2018年）と第2回朝米首脳会談（2019年2月27–28日）、

第3回朝米首脳会談（板門店会合：2019年6月30日）以降、韓国（朝鮮）半島の緊張緩和

に対する国際的期待が高まった。特に、「北朝鮮の非核化」をめぐる様々な可能性が議論

されていた過程で、「朝鮮半島の運転者論」3）など多様なシナリオが提起された。日中韓3

国合計のGDPは、2024年現在で世界全体の約22.3％を占めており、三国間の経済的相互

依存度は極めて高い。これらの国々はグローバル経済の重要な一翼を担う存在となってい

る。しかし一方で、領土問題（尖閣諸島など）や歴史認識問題、軍事的緊張といったリス

ク要因を抱える「アジア・パラドックス（Asia Paradox）」の状況が依然として解消されて

いない。このパラドックスは、経済的相互依存の深化にもかかわらず、政治・安全保障協

力が停滞している東アジア特有の現象を指している。こうした状況の中で、戦後の地政学

的に重要な役割を果たしてきた日本を含むアジア諸国が、今後どのような行動（政策選択）

を採り、いかに協力していくべきかを論じることは、極めて意義深い課題である。

しかし、これまで韓国政権の対北朝鮮政策は、南北間の内外的な環境変数によって一

貫性と安定性を保持しながら政策実行をすることが困難であった。また政権交代後、政策

転換によって支持集団と世論の分裂を招き、政策効果を最大化させることも容易ではな

かった。さらに、韓国と日本の対北朝鮮政策を安全保障レジームの観点から論じる研究は

散見されるが、両国の政策調整メカニズムや相互補完性に関する包括的分析は十分に蓄

積されていない。それ故本論文は、戦後の日米韓3国の安保政策を「核抑止理論」及び相

2）  もちろん、北朝鮮の最高指導者の交代が核問題をめぐる対米外交政策に影響を与えるという分析も存在

する。宮本［2014］1–17頁。

3）  運転者論（Korean Peninsula Driver Theory）とは、文在寅（ムン・ジェイン）政権（2017-2022）が提唱し

た外交政策概念で、朝鮮半島問題の解決において韓国が主導的役割を担うという理論である。具体的には、

韓国が米国と北朝鮮の間で仲裁者・促進者の役割を果たし、北朝鮮の核問題解決を韓国主導で進めると

いう政策方向を指す。この概念は盧武鉉（ノ・ムヒョン）政権時代の「東北アジア均衡者論」から発展し

たものである。韓国が朝鮮半島をめぐる列強間の均衡者役割を果たすという発想から、より積極的な「運

転者」概念へと進化した。
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互主義的「連携政治」の観点から評価し、国家間協力メカニズムに関する理論的枠組みの

構築を目的とする。本論文では、外交史的考察を通じて政策変容過程とそのパターンを分

析し、新たな分析視点を提示するものである。そして、そのような脈絡の中で、韓米同盟

あるいは政策上の対立をどのように理解するかについて検討する。対北朝鮮政策の方向性

を決定する際に、国内政治的動機がどのような役割を果たすのかについても、分析枠組み

を提示する。先ずは相互主義理論をもとに、日米韓3国の対北朝鮮政策の変化（方向性）

を「強硬」と「穏健（包容・融和）」という二つの軸に分類する。これは単なる対北朝鮮

強硬政策のみならず、融和政策についても、韓国の対外安全保障体制における協力・競争

関係も視野に入れた分析である。

1.2. グローバルな安全保障体制の変容に関する分析枠組み

本論文の分析枠組みの一つである相互主義と密接に関連した太陽政策（Sunshine Policy）

に関する先行研究としては、Kim［2005］4）、Kim［2003］5）、Shon［2001］6）、Koo and Nam

［2001］7）、Cho［2010］8）などが挙げられる。太陽政策の起源や時代的展開を主に扱っており、

その内容は「厳格な相互主義」の範囲に限定した考察にとどまっている。

一方、米国の対北朝鮮強硬政策に関する要因分析としては、チャールズ・L・プリ

チャードとイ・ウタク（李愚鐸）の研究が代表的である 9）。ブッシュ政権の対北朝鮮政策

が極めて硬直的であったことの主な原因として、イ・ウタクとプリチャードは、米政権内

で北朝鮮に対してネオコンに分類されている強硬派の思惑（陰謀）と繋がっていると主張

する 10）。特にプリチャードは、2002年10月に北朝鮮のウラン濃縮（HEU）計画による核開

4）  Kim, Hong–Soo, “Estimation and Problems of Participatory Government’s Policy toward North Korea during the 
First Half of its Period : With Priority Given to the Succession and Development of Sunshine Policy,” The Journal 
of International Relations, Vol.8, No.2, The East Asian Association of International Studies, pp.119–135.

5）  Kim, Hak-Joon, “Sunshine or Thunder? Tension between the Kim and Bush Administrations in Historical 
Perspectives,” Korea Observer, Vol.34, No.1(Spring), 2003, pp.1–40.

6）  Sohn, MooJung, “Is the Kim Dae Jung Government ‘Sunshine Policy’ toward North Korea an Appeasement Policy 
and an Idealist Policy,” The Journal of International Relations, Vol.4, No.2, The East Asian Association of 
International Studies, pp.1–18.

7）  Bonhak Koo and Changee Nam, “South Korea’s Sunshine Policy and the Inter–Korean Security Relations,” The 
Korean Journal of Defense Analysis, 2001, pp.79–101.

8）  Cho,Young Chul, “Collective identity formation on the Korean Peninsula: United States’ different North Korea 
policies, Kim Dae–Jung’s Sunshine Policy, and United States–South Korea–North Korea relations,” International 
Relations of the Asia–Pacific, Vol. 10 No. 1, January 2010, pp.93–127.

9）  イ・ウタク , 『オバマと金正日の生存ゲーム：北朝鮮核問題6者協議の現場記録』(チャンヘ , 2009).; 
Charles L. Pritchard[2007], Failed Diplomacy: the tragic story of how North Korea got the bomb, Washington D.C.: 
Brookings Institution Press.

10） イ・ウタク［2009］, 第4章及びpp.191–201, p.208, p.290.; Charles L. Pritchard［2007］＝プリチャード［2008］, 
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発疑惑が浮上した際、「米国は直ちに北朝鮮と二国間対話を通じて問題を協議すべきで

あった」11）と主張した。これに関連し、イ・ウタクも北朝鮮の核問題の解決策として、

「HEU事件 12）を個別事案として米朝二国間交渉を開催することが望ましい」13）との見解を

示している。

クオンとリムの研究［2006］は機能主義（functionalism）及び新機能主義の観点から太

陽政策に関して証明し、統計分析を通じて南北関係に与えた影響（効果）を分析してい

る 14）。金大中（キム・テジュン）政権の対北朝鮮包容政策と盧武鉉政権の「平和と繁栄」

政策と関連して、南北交易と紛争に関する資料を使用して、これら政策の効果を実証的に

分析した研究としては、チュ・ソンファン［2006］、チュ・ソンファン、キム・ジンス

［2007］などがある 15）。さらに統一・外交政策の場合、他の政策と同様に「全般的な社会勢

力間の『力の関係』が凝縮されて現れたり、ネットワークの相互作用が生んだ結果 16）」と

いう観点から対北政策を分析している 17）。

一方、「核抑止理論」に関する先行研究としては、Schelling［1960］18）、Brodie［1959］19）、

p.232.
11） プリチャード［2008］ p.208.
12） HEU事件とは、2002年10月にジェームズ・ケリー米国務次官補が訪朝した際、北朝鮮が秘密裏に高濃

縮ウラン（Highly Enriched Uranium: HEU）による核兵器開発計画を進めていることが発覚した事件を指す。

この事件により1994年の米朝枠組み合意（Agreed Framework）が破綻し、第2次北朝鮮核危機が始まった。

13） イ・ウタク［2009］p.660.
14） Eundak Kwon and Jae–Cheon Lim, “Crossing the river that divides the Korean Peninsula: an evaluation of the 

Sunshine Policy” International Relations of the Asia–Pacific, Volume 6［2006］pp.129–156.; Bonhak Koo and 
Changee Nam, “South Korea’s Sunshine Policy and the Inter–Korean Security Relations,” The Korean Journal of 
Defense Analysis, pp.79–101.

15） 朱成煥［2006］， 朱成煥・金珍洙［2007］。
16） Robert W. Cox, “Social Forces, States and World Orders: Beyond International Relations Theory”, in Robert 

Keohane, ed., Neorealism and Its Critics (New York: Columbia University Press, 1986), pp.204–254; Nicos 
Poulantzas, State, Power and Socialism (London: New Left Books, 1978) ; Bob Jessop, State Theory (Cambridge: 
Polity Press, 1990), pp.147–149.　ただし、「対北政策の国内政治化」が示唆するように、厳密な意味では統

一・外交政策とそれを取り巻く政治過程一般は論理的には区別可能であるが、実際にはその境界線を明確

に引くことは難しい。

17） 鄭世鎭［2004］「与野両党の統一・外交政策の比較：『包容政策』論争を中心に」，『国際政治研究』東

アジア国際政治学会，第7集第2号，pp.1–20.
18） Schellingは、核抑止を主にゲーム理論の文脈で説明し、相手に核攻撃を思いとどまらせるためには、自

らも核兵器を使用する準備ができていなければならないと主張している。彼は、抑止とは単に相手に攻撃

を思いとどまらせることだけでなく、攻撃が発生した場合には報復が避けられないという認識を相手に植

え付ける過程であると説明している。

19） Brodie は、「核抑止を戦略的防御と報復の概念として定義し、核兵器の破壊力によって戦争を防止し、

相手が核攻撃を敢行した場合には報復が不可避である」という認識を強調している。ブローディの核心的

な論点は、戦争を防ぐ最善の方法は、強力な報復能力を維持することである。
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Jervis［1989］20）、Freedman［2004］21）などの議論を受け継いだMearsheimer［1983］22）が代

表的である。北朝鮮の核ミサイル危機を「リスク管理」次元で捉えつつ、「連携政治」23）の

観点を導入した新たな試みも注目されている。代表的な研究としてはSnyder［2023］24） 、

Lawless［2020］25）、米国北朝鮮問題委員会（National Committee on North Korea: NCNK）の

報告書［2018］26）などが挙げられる。

本論文の構成は次の通りである。第1章（序論）では、グローバル安保レジームの変容

に関して概観し、北朝鮮の核リスク管理のための「抑止理論」と「連携政治」という分析

枠組みを提示する。第2章では「安保体制」と日朝国交正常化の外交史を概観し、第3章

では事例分析を通じて北朝鮮の核リスク（災害）管理及び政策調整メカニズムを究明する。

第4章（結論）では、北朝鮮核問題のリスク管理をめぐる日米韓3国の対北朝鮮政策は、

相互主義の性格及び連携政治が作動する場合、グローバル安保体制にも有用だという結

論を導き出している。 

日米韓3カ国が外交的環境の変化に対応する中で採択してきた政策の効用に関しては、

戦後を通じて大きな変化なく展開されてきたことを確認する。しかし、その政策を実行す

る過程で発生する費用負担の面においては、北朝鮮の核リスク管理における米国の主導的

な役割、ならびに各国の「政策理念（イデオロギー等）」の同調、あるいは対立が重要な

影響を及ぼしている。さらに、国内政治のさまざまな制約要因を調整することの困難性も

20） Jervis は、核抑止が冷戦時代の安定性をいかに保障したのかを分析し、抑止の概念を戦争を防ぐための

心理的なゲームとして説明している。彼は、抑止が成功するためには、相手に攻撃によって得られる利益

よりも大きな損失を予想させなければならないと主張している。特に第1章（pp.1–44）および第2章
（pp.45–80）を参照のこと。

21） Freedmanは、抑止を単なる軍事的概念ではなく、政治的・心理的要素を含む複合的な戦略として定義

している（序論）。彼は、抑止とは単なる報復の脅しではなく、相手に攻撃を試みさせないようにするた

めの多層的なアプローチであると説明している（第1章）。

22） Mearsheimer, John J. [1983]. Conventional Deterrence. Ithaca, NY: Cornell University Press, pp.12–18.
23） ローズノ（J. Rosenau）が提唱した「リンケージ・ポリティクス（連係政治）」とは、「ある国家システ

ムで発生した事象が、他のシステムにおいて繰り返し政策的対応行為を引き起こす現象」を意味する。こ

れは、国際政治と国内政治の相互作用に関するプロセスおよびメカニズムを解明するうえで有用である。

リンケージ理論あるいはリンケージ・ポリティクス理論（Linkage Theory or Linkage Politics）と呼ばれ、

これに関する代表的な以下の論文を参照のこと。James N. Rosenau [1984] “A Pre–Theory Revisited: World 
Politics in an Era of Cascading Interdependence.” International Studies Quarterly. 28(3), pp.245–305; 権妍李

［2024］「日本の『経済安全保障』外交と日韓関係：安倍政権期の官邸・自民党・世論のリンケージ・ポリ

ティクスを中心に」，『アジア研究』第27巻第1号，pp.35–54.　
24） Scott A. Snyder [2023], “How a New U.S.–South Korea Deal Can Deter the North Korean Nuclear 

Threat” Council on Foreign Relations.
25） Richard Lawless [2020], “Nuclear North Korea and Japan: The INF Option” The National Bureau of Asian 

Research.
26） Daniel Wertz [2018], “The U.S., North Korea, and Nuclear Diplomacy, NCNK ISSUE BRIEF, The National 

Committee on North Korea (NCNK).
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また、効果的な政策形成を阻む要因となっている。すなわち、北朝鮮の核リスク管理およ

び安全保障協力において、重層的な制度選択の限界や、異なる「政策レジーム」間の断絶

が大きな影響を与えているのである。

日米韓3カ国が北朝鮮の核リスクを管理する過程で、国際レジームがどのように変容し

てきたかを分析（研究）した結果は次の通りである。

第一に、韓国の対北朝鮮政策は、金大中、次いで盧武鉉、さらには文在寅（ムン・ジェ

イン）政権と続く政権は「互恵的」相互主義に基づくアプローチを採っていたが、李明博

（イ・ミョンバク）、朴槿恵（パク・クネ）、尹錫烈（ユン・ソクヨル）の各政権は、「条件

的・特定的」相互主義へと変化した。その一方で日本（自民党）政治は、特定的相互主義

を基調とする対北朝鮮強硬政策を展開してきた。

第二に日米韓の対北政策の変化、特に「特定的」相互主義という対北強硬政策の実施は

結果的に朝鮮半島における軍事的緊張と経済的不安の高まりと連動し、むしろ米国と中国

の影響力を増大させる結果をもたらした。第三に、韓国と日本、ひいては米国の対北朝鮮

政策の変化とその政策の帰結分析した結果、米国と足並みを揃えた特定的相互主義（＝核

抑止理論）」よりも「互恵的相互主義」を基盤とした対北朝鮮政策の方が、より効果的で

あるという結論に至った。

日米韓3カ国は多様な時期と状況によって多国間主義と二国間主義のアプローチを柔軟

に使い分けており、その過程で協力と葛藤（対立）が繰り返されてきたことが明らかになっ

た。特に、太陽政策と強硬政策の選択は、それぞれの国家が直面した政治的、経済的状況

によって異なっていたことが分かった。本研究は、このような政策選択とその結果が国際

システム内の制度と規範の変動にどのように影響を及ぼしたのかを詳細に究明することに

ある。これは、今後の北朝鮮核問題のリスク管理において、日米韓3カ国の政策的方向性

を提示することにも有用である。加えて、本論文では「連携政治」 の重要性を強調し、日

米韓が共同の目標を達成するために協力と対立をどのように調整していくかに対する具体

的な示唆を提供する。

2　「安保レジーム」と日朝国交正常化外交 

2.1.日本の対北朝鮮外交政策 :起源及び展開

冷戦体制下において、日朝両国は国交を樹立しないまま、非正常化状態の二国間関係

を維持してきたが、冷戦後「日朝国交正常化交渉」の再開により、関係転換の兆しが見ら

れるようになった。特に2002年9月17日、初の日朝首脳会談開催と共に日朝関係の改善

が急進展されるものと期待された経緯がある。しかし、首脳会談後も拉致及び北朝鮮核問
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題の根本的な解決には至らず、日朝関係は再び悪化した。このような北朝鮮問題をめぐる

日本の敵対的政策対応及び力学関係は、朝鮮半島における平和体制構築に否定的な影響

をもたらした。また、北朝鮮の核リスク管理における国際協力の枠組みにおいて、日本が

重要な役割を担っている点も見逃せない。戦後日本の対北政策を理解するには、特定の相

互主義に基づく「強硬路線」と「関与政策」の二類型に分類し、それぞれの形成過程と政

策変遷を分析する必要がある。

2.1.1.対北朝鮮強硬対応 :特定的相互主義

安倍晋三政権（2006–2007）は、対北朝鮮強硬対応基調の下で「拉致問題の解決」を主

要戦略とした。麻生太郎政権（2008–2009）も対北朝鮮強硬対応を続け、日米同盟の強化

を推進した。民主党に政権交代した後も、対北朝鮮政策の基調は維持（持続 ·連携）された。

菅直人政権（2010–2011）と野田佳彦政権（2011–2012）も、自国の経済改革を優先としな

がら、対北朝鮮強硬政策を展開した。その後、安倍晋三自民党政権（2012–2020）は「日

米同盟」を強化し、強硬対応を続けている。菅義偉政権（2020–2021）と岸田文雄政権

（2021–2024現在）も対北朝鮮強硬対応を維持し、特に防御及び反撃能力強化を目標に防

衛費増加政策を通じて連携政治を展開した。

表1　戦後日本の対北朝鮮外交政策 :その起源及び展開

政権（時期） 対北戦略

吉田　  茂 （1945–1954） – 戦後復興と平和憲法の樹立、対北朝鮮政策の不備

池田 勇人 （1960–1964） – 経済成長優先、自衛隊強化、日米韓協力強化

佐藤 栄作 （1964–1972） – 自衛隊強化、日米同盟強化、日米韓協力維持

田中 角栄 （1972–1974） – 外交の多角化、中国との関係改善、対北朝鮮政策の不備

福田 赳夫 （1976–1978） – 経済優先、日米韓協力維持、自衛隊強化

鈴木 善幸 （1980–1982） – 経済成長の持続、防衛力の増強、日米韓協力の維持

中曽根康弘（1982–1987）– 自衛隊強化、日米同盟の強化、日米韓協力強化

竹下  　登 （1987–1989） – 経済優先、自衛隊強化、日米韓協力維持

海部 俊樹 （1989–1991） – 経済優先、日米同盟強化、自衛隊強化

宮澤 喜一 （1991–1993） – 経済優先、日米同盟強化、対北朝鮮政策の不備

細川 護煕 （1993–1994） – 自衛隊の強化、経済改革、北朝鮮の核問題に対応

橋本龍太郎（1996–1998）– 自衛隊強化、対北朝鮮制裁強化

小渕 恵三 （1998–2000） – 自衛隊強化、経済優先、対北朝鮮協力模索

森   喜朗 （2000–2001） – 自衛隊強化、経済優先、対北朝鮮協力模索

小泉純一郎（2001–2006）– 北朝鮮拉致問題の交渉、経済優先、北朝鮮核問題への対応
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安倍 晋三 （2006–2007） – 北朝鮮に対する強硬対応、拉致問題を強調

福田 康夫 （2007–2008） – 対北朝鮮協力模索、経済優先

麻生 太郎 （2008–2009） – 対北朝鮮強硬対応、日米同盟強化

鳩山由紀夫（2009–2010）– 対北朝鮮協力模索、経済優先

菅  直人  （2010–2011） – 対北朝鮮強硬対応、経済改革

野田 佳彦 （2011–2012） – 対北朝鮮強硬対応、経済優先

安倍 晋三 （2012–2020） – 対北朝鮮強硬対応、日米同盟強化

菅  義偉 （2020–2021） – 対北朝鮮強硬対応、日米同盟強化

岸田 文雄 （2021–2024） –  防御能力と反撃能力の強化、防衛費の増加、対北朝鮮強硬対応

出典 :著者作成、日本外務省の『外交青書』27）参照

2.1.2.対北朝鮮協力外交 : 宥和政策

吉田茂政権（1945–1954）は「戦後復興」及び「平和憲法」の樹立に重点を置き、対北

朝鮮政策に関してはほとんど関心を示さなかった。池田勇人政権（1960–1964）は、経済

成長を最優先課題としつつ、自衛隊の強化と日米韓の三国協力の強化に取り組んだ。

佐藤栄作政権（1964–1972）は、自衛隊の増強と日米同盟の強化を通じて日米協力を維

持した。田中角栄政権（1972–1974）は外交の多角化と中国との関係改善を試みたが、対

北朝鮮政策に関してはほとんど関心を示さなかった。福田赳夫政権（1976–1978）は、安

保よりも経済優先の政策を展開し、日米韓協力を維持し、自衛隊を強化した。鈴木善幸政

権（1980–1982）と中曽根康弘政権（1982–1987）も経済成長と防衛力増強を重点に日米韓

協力システムを継続した。竹下登政権（1987–1989）と海部俊樹政権（1989–1991）も自衛

隊の役割を強化し、日米韓政策協力の維持を図った。

宮沢喜一政権（1991–1993）は経済優先を掲げつつ日米同盟を強化したが、対北朝鮮政

策は不十分であった。細川護熙政権（1993–1994）は自衛隊の機能強化とともに、北朝鮮

の核問題に対処した。橋本龍太郎政権（1996–1998）は対北朝鮮制裁強化戦略の下で自衛

隊の役割向上に注力した。一方、小渕恵三政権（1998–2000）と森喜朗政権（2000–2001）

は自衛隊強化戦略を維持しながらも、経済優先政策を展開し、対北朝鮮協力を模索した。

小泉純一郎政権（2001–2006）は対北朝鮮拉致問題交渉を推進し、経済優先政策を維持し、

北朝鮮の核問題に柔軟に対応した。福田康夫政権（2007–2008）は対北朝鮮協力を模索し、

経済優先を重点に置いた。鳩山由紀夫政権（2009–2010）も対北朝鮮協力と経済優先政策

を維持した。このように日本の対北朝鮮政策は、時期によって強硬対応と協力外交の2つ

の政策類型に大別され、各政権の政策選択は対米関係及び当時の国内外の政治的、経済

27） https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/
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的状況によって大きく影響されてきた。

2.2.日朝国交正常化交渉メカニズム :連携政治及び政策レジーム

2.2.1日本の対北朝鮮政策基調及び朝鮮半島戦略

日本の朝鮮半島政策は、米国の外交政策と密接に連動して形成されてきた。韓国（朝鮮）

戦争以降、米国は日本をアジアにおける反共拠点として位置づけ、対日政策を大きく転換

した。日本の吉田政権と自由党は、米国との協力関係の視点から朝鮮戦争を「北朝鮮によ

る侵略」と位置づけ、国際連合に参加する意思を明らかにするなど、韓国に対する「政策

支持」を表明した。一方、日本共産党は「反米武力闘争路線」に立脚し北朝鮮を支持して

いた。社会党も韓国戦争において国際連合の方針には賛同したものの、「戦争不介入宣言」

のもと朝鮮総連との協調路線を維持していた。日本の朝鮮半島、特に北朝鮮政策を規定（形

成）する要因は、認識やイデオロギー（思想）と密接に関連している。特に、地政学的条

件、脱植民地化、冷戦の3つが挙げられる 28）。

第一に、朝鮮半島が置かれている地政学的条件を考慮すると、日本にとって朝鮮半島に

どのような政権が成立されるかが重要な問題であった。すなわち、日本と敵対する「反日

政権」が成立することは、直接的に日本の安全保障上の脅威であるという認識を深めざる

をえなかったのである。

第二に、脱植民地化をめぐる議論の中で、韓国との間では国交正常化（1965）後、主要

な法的問題は解決されたが、北朝鮮の関係においては依然として国交未正常化の状態が

続いている。

第三に、日韓国交正常化の過程において、冷戦後のもう一つの課題として「日朝国交正

常化交渉」問題が重要視されてきた。その背景には冷戦体制下において、反共産陣営の結

束を強化するという目標があったからである。1990年代以降、日本の北朝鮮に対する関

心事項として、拉致、核・ミサイル、政治体制、食糧不足（支援）、不審船、麻薬密輸な

ど安全保障上および違法行為に関する要素が新たに挙げられる。これらの問題は日朝国交

正常化交渉の主要問題として浮上し、交渉を巡る政治過程にもリンクされている。近年、

北朝鮮によるミサイル発射と核実験の実施頻度の増加は、北朝鮮の軍事的脅威を日本の

安全保障上の重要な要素として再認識させることになった 29）。

28） 日本が対北朝鮮認識を形成する要因に関しては、以下の研究論文を参照すること：木宮正史［2007］「日

本の対北朝鮮認識と日韓関係」，『日本空間』創刊号，165–167頁。

29） 最近の日本における対北朝鮮認識の推移については、木宮正史［2007］のpp.167–181を参照せよ。
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2.2.2.国際関係の変化と日朝国交正常化交渉 

（1）日朝間の関係の変化

日朝関係は日朝国交正常化交渉以前（1965-1989）と日朝国交正常化交渉過程（1990~2007）

に大きく区分することができる。まず、日朝国交正常化交渉以前までの日朝関係は、1）

北朝鮮の誕生と探索期（1945~1965）、2）日朝関係沈滞期（1965~1971）、3）関係改善の模

索期（1971~1989）に分類される 30）。次に、日朝国交正常化交渉過程（1990~2007）は再び

4期に区分されて説明されている。第 I期（第1次~8次国交正常化会談：1991~1992）、第

II期（第9次~11次国交正常化会談：2000）、第 III期（第1次首脳会談~第12次国交正常化

会談：2002）、第 IV期（2次首脳会談~13次国交正常化会談：2004~2007）、第V期（3回首

脳会談再推進：2007~現在）に分けられる。

1） 北朝鮮の成立と探索期（1945 ～ 1965）：韓国戦争以降、日朝間の在日朝鮮人（北朝鮮

への送還）問題などが話し合われた31）。一方、朝鮮総連と民団が設立され、経済交流が

始まった。

2） 日朝関係の沈滞期（1965 ～ 1971）：日韓基本条約の締結／日韓国交正常化（1965）後、

日朝間には冷戦体制下の「国交なき冷却関係」が続いてきた。米国の新しいアジア政

策であるニクソン・ドクトリン（1969）発表後、日朝間の経済交流は持続的な増加傾

向を示したものの、極めて限定的な水準にとどまった 32）。

3） 関係改善模索期（1971 ～ 1989）：1980年代に世界的に広がったデタントを背景に、日

本は二つのコリア政策を展開し、日朝間の人的・文化的交流が拡大した。ただ、日朝

間の貿易は1972年以降急激な貿易拡大を見せたが、1974年から北朝鮮の貿易代金の滞

納（支払い遅延）による債務問題が発生し、関係は再び停滞した 33）。特に関係改善の契

機として注目されるのが、1988年、韓国の盧泰愚（ノ・テウ）政権の「7・7宣言」発

30） このような分類方法に関する代表的な論文としては、梁基雄・金俊東［2006］「北朝鮮と日本の国交正

常化交渉（1990 ～ 2006）の決裂と再開の条件」，『日本研究論叢』第23号，pp.113–162が挙げられる。

31） 在日朝鮮人の北朝鮮帰国運動については、日本政府が1959年2月に正式に帰国を許可し、韓国政府の反

対にもかかわらず、日本側はこれを人道的問題であると主張し、国際的な支持を得た結果、1959年から

1964年までの間に計117回にわたり、約8万1千人が北送された。この事業は1980年代まで継続された。

洪仁淑［2001］「第2次世界大戦直後、GHQの在日朝鮮人政策」，『韓日民族問題研究』韓日民族問題学会，

pp.139–184。
32） 日本と北朝鮮の経済関係およびその時期的変化については、1956年から2002年までの変化を3つの時

期に分けて分析している。第1期（1956 ～ 1971）：間接貿易から直接貿易への成長、第2期（1973 ～

1992）：貿易拡大および合営事業の試み、第3期（1993 ～ 2004）：政治的緊張と貿易の停滞の時期として

分類される。以下の論文を参照のこと：柳相永［2004］「日本と北朝鮮の関係：消えた接点の経済的再解釈」，

『国際政治論叢』第44巻第2号，pp.145–166。
33） 北朝鮮の経済開放に関する歴史的展開については、以下の論文を参照のこと。申志鎬［2000］「日朝経

済協力の展開構図と韓国の対応策」，『北朝鮮の改革・開放：過去、現状、展望』ハヌル社。
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表である。当時の小渕恵三官房長官が「第1富士山丸事件」解決を前提に、北朝鮮と

の対話に応じる意志を戦後初めて表明したことで 34）、日本政府も「対北経済制裁」の

解除を通じて本格的な交渉に向けた姿勢を見せ始めた。

4）日朝国交正常化の交渉期（1990〜2007）：

① 第 I期（第1次~8次修交会談：1991 ～ 1992）北朝鮮側は「日帝支配体制」を両国間の

交戦関係と規定し「補償」と「賠償」を要求してきた。しかし日本は補償や賠償ではなく

「請求権問題」と一蹴した。特に、北朝鮮の核問題は致命的な脅威要素であるため、北朝

鮮が核査察を受け入れるべきだという日本の主張に対し、北朝鮮は米朝間の問題に限定し、

日本が関与する必要はなく、ただ仲裁者としての立場だけを強調した。しかし、1988年

韓国ノ・テウ政権の「7.7宣言」を契機に葛藤局面が緩和され始めた。1994年以降、日本

は米朝間の交渉によって、対北（日朝）国交正常化交渉を一時停止した。以降米朝関係が

好転すると、北朝鮮の招請により日本連立3与党が訪朝し「日朝交渉再開に向けた4党合

意書」を発表した。結果的に「日本人妻（夫）」の故郷訪問が実現し、日本も食糧支援を

約束するなど一定の両国改善が見られた。

② 第 II期（第9回～ 11回修交会談：2000）「横田めぐみ拉致事件」が国内で大きな政治問

題となり、世論は極度に悪化し、再び日朝関係は急速に冷え込んだ。さらに、北朝鮮の「光

明星1号（テポドン）」発射実験を契機に、日朝関係はさらに悪化局面に入ることになる。

これに対して日本は、北朝鮮への食糧支援を全面的に中断し、朝鮮半島軽水炉建設事業

に対する協力を保留するという立場を明らかにした 35）。

③ 第 III期（第1次首脳会談～第12次修交会談：2002）過去の清算及び日本人拉致（被害者）

問題に対する立場での対立が表面化し、両国首脳会談の必要性を認識した。これに対し、

首脳会談の開催に意見が一致し、両国首脳会談と国交正常化会談を推進した。北朝鮮の

金正日（キム ·ジョンイル）総書記は、これまで日本と対立してきた主要懸案について、

大々的な譲歩と拉致及び不審船問題に関して謝罪し、平壌宣言（2002年9月17日）に合

意したことで、日朝関係は好転した。しかし「拉致事件真相究明」問題で日朝関係は悪化

し、拉致と核問題の解決なしには国交正常化交渉ができないという日本側の主張により、

これといった合意点に到達できなかった。

④ 第 IV期（第2回首脳会談～第13回国交正常化会談：2004 ～ 2007）第2回日朝首脳会談

（2004年5月22日）では、5人の日本人拉致被害者家族の帰国、行方不明者の調査、人道

34）  陳昌洙［2002］「日朝国交正常化交渉の開始と挫折」，韓国世界地域学会，2002年度春季定期学術会議

論文集，p.4。
35）  朴正鎮［2015］「日朝国交正常化と『65年体制』」，『歴史批評』歴史問題研究所，第111号，pp.95–128。
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的対北朝鮮支援、在日朝鮮人の地位、北朝鮮の核問題など、日朝国交正常化会談の再開

に向けた様々な懸案が取り上げられた。ただ、北朝鮮の核問題においては、双方とも既存

の立場を固守し、「ジェンキンス家族帰還問題」と「横田めぐみさんの偽遺骨事件」で国

内外の世論が悪化し、日本は強硬政策に転換された。

⑤ 第V期（第3回首脳会談推進：2007 ～現在）：「失われた経済20年（1991 ～ 2011年）」

及び3.11東日本大震災（2011年）を経験し、経済危機に瀕した日本の対北朝鮮政策に関し

てもいくつかの重要な変化があった。福田康夫首相と鳩山由紀夫首相はそれぞれの任期中、

北朝鮮との対話を通じて関係改善を試みたが、日本人拉致問題と北朝鮮の核開発問題に

よって交渉が決裂し、日朝交渉の沈滞期と言える。しかし、岸田首相（当時）は国連総会

での演説（2022年9月20日） において、「日本は日朝平壌宣言によって拉致と核 ·ミサイル

問題、不幸な歴史問題といった懸案を包括的に解決することで、北朝鮮との関係を正常化

しようとしている 36）」とし、日朝国交首脳会談の交渉再開を表明している。また、同年12

月に発表された新しい国家安全保障戦略（NSS）は、日本の安保政策において重要な転換

点といえる。すなわち、この戦略は防衛費を2027年まで国内総生産（GDP）の2％（既存

の2倍）に増やすことを目標にしており、これを通じて日本の防衛能力を強化するという

趣旨である。結果的に北朝鮮の核リスクに関する「自主外交」という点で、日本の対北朝

鮮宥和政策への転換及び国交正常化交渉の障害解決の見通しはそれほど明るくない。つま

り、2024年11月の米大統領選挙の結果が、直ちに日朝国交正常化交渉のメカニズム（政

策持続vs.制度転換）へ影響を及ぼすとは言い難い。

36） 岸田文雄日本総理（当時）の発言に関するVOAの論評、「米国務省、岸田『日朝首脳会談』の意思に『対

話努力を支持』」、2022年9月23日（https://www.voakorea.com/a/6759438.html）。
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（2）日朝関係と日朝国交正常化交渉の停滞要因

表2　日朝国交正常化交渉年表

時期 懸案

Ⅰ
期

第1次会談
（1991.1.30 - 1.31）

–  請求権問題、核査察問題、韓日併合関連、北朝鮮の管轄権、
日本人妻問題

第2次会談
（1991.3.11 - 3.12）

–   第1次懸案問題の連続議論 :北朝鮮 :「南北対話は国交正常
化交渉と関係ない」

 vs. 日本 :「国交正常化交渉の進展のために南北対話は重要で
ある」（日朝間の主張の対立）

第3次会談
（1991.5.20 - 5.22）

–   北朝鮮の賠償と補償問題の譲歩 :国交正常化後補償方式の提
案、北朝鮮管轄権問題の譲歩

–  核査察

第4次会談
（1991.8.30 - 9.2）

–   李恩恵（田口八重子）の所在に対する調査拒否
–   管轄権問題を除いた他の問題に対して既存の立場を固守

第5次会談
（1991.11.18 - 11.20）

–   善隣友好条約締結提案、核査察 :従来の立場を固守
–   北朝鮮の戦後賠償に対する言及回避 :植民統治に対する補償
だけを要求

–  日本人妻に対する協調的態度 :日本人妻20人の名簿と12人
の安否伝達

第6次会談
（1992.1.30 -2.1）

–   北朝鮮の国連加盟 /南北対話の促進 /核査察の受け入れ（核
保障措置協定の締結問題）議論

–   韓日併合条約 :北朝鮮（不法 ·無効）vs。 日本（当時有効）、
従軍慰安婦問題

第7次会談
（1992.5.13 - 5.15）

–   核問題（北朝鮮 :完全に解決されたことを主張vs。 日本 :南
北相互核査察の不実施を理由に未解決問題と認識）

–   従軍慰安婦問題 :北朝鮮のより強硬な態度に日本はこれを財
産請求権として処理すると主張

第8次会談
（1992.11.5）

–   核問題 :IAEAの3回の臨時査察で解明、日本が出る問題で
はない（北朝鮮側の主張）

–   日本側の李恩恵問題提起で北朝鮮側の全員退場→会談決裂

Ⅱ
期

第9次会談
（2000.4.4 - 4.7）

–   戦後補償（賠償）及び過去史問題
–   争点妥結より日本の謝罪を前提にした先修交主張

第10次会談
（2000.8.21 - 8.25）

–   過去清算問題及び日本人拉致問題、交渉方式において互い
に既存主張固守

–   国交正常化以前の経済支援要請 :肯定的交渉

第11次会談
（2000.10.30- 10.31）

–   北朝鮮 :前よりさらに強力に補償要求vs 日本 :拉致問題の根
本的解決を促す

 →  1期の時と同様に、それぞれ異なる主張を頑強な固守によ
り会談決裂
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Ⅲ
期

第1回首脳会談
（2002.9.17）

–   北朝鮮の譲歩 :北朝鮮のミサイル実験猶予、拉致及び不審船
問題の謝罪、植民地支配時代の財産請求権放棄、国交正常
化後の日本の無償資金協力及び経済支援合意

第12回修交会談
（2002.12.30）

–   平壌宣言（2002）好転した関係は拉致事件で悪化←小泉首
相の過去史謝罪

–  拉致問題と核問題の解決なしには国交正常化できない→会
談決裂

Ⅳ
期

第2回首脳会談
（2004.5.22）

–   「拉致被害者家族」5人、日本に帰国 :拉致問題に対する再
調査要求→北朝鮮側の受け入れ

–  国交正常化会談の早期再開に合意→核問題に関して日朝両
国の従来の立場を固守

拉致問題解決
実務会議

（1次 :2005.11.2）
（2次 : 2005.12.24）

–   第1次会議 :北朝鮮が拉致問題の解決策を提示することを暗
示し、積極的な態度

–  第2次会議 :拉致問題はすでに終わった事案だという従来の
立場に回帰（日本）

–  北朝鮮 :国交首脳会談を先に実行し、日本の経済協力（支援）
を引き出すという立場

–  日本 :拉致問題、核 ·ミサイル、国交正常化などの分科委員
会の稼動提案

→  日朝国交正常化再開に向けた足場づくり

第13次修交会談
（2006.2.4 - 2.8）

–   拉致問題（北朝鮮 :すでに解決済み） vs.日本 :「拉致問題の
解決なしに国交正常化はありえない」

–  北朝鮮 :過去の物質的被害は経済協力で解決+従軍慰安婦な
ど人権問題は別途議論が必要

Ⅴ
期

修交会談の再開推進
（2007–2008）

–   福田康夫 :北朝鮮との国交正常化に向けた会談を再開する意
志

–   日本人拉致及び北朝鮮核開発問題により交渉決裂

修交会談の再開推進
（2009–2010）

–   鳩山由紀夫 :対話による日朝関係改善の模索→北東アジアの
安定と繁栄を図る

日朝修交会談推進
（2021–2024）

–   岸田文雄 :2024年日朝首脳会談を提案（条件なし会談に出る
意志表明）

出典 :日本外務省『外交青書』及び『日本経済新聞』等をもとに著者作成

第一に、日本が国交正常化交渉の過程において、何よりも拉致問題を優先し、交渉の

前提条件とした連携政治は、日朝間の関係改善に大きな制約要因として作用してきた。実

際に日本は2005年7月、6者協議の交渉アジェンダとして「拉致被害者問題」に拘った結果、

「外交の周辺部」に押し出された。米国の北朝鮮に対する政策変化により日本はさらに孤

立する羽目になったのである。特に、日本は北朝鮮の「ミサイル発射」（2006年7月）及

び「地下核実験」（2006年10月）以降、拉致問題を北朝鮮の核と連携させて解決しようと

する政治過程、いわゆる「特定的相互主義」政策を強力に推進してきた。これは国内政治

と国際外交の懸案が相互に影響し合う「連携政治」の典型的な現れであると言える。
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表3　日朝国交正常化（国交正常化）交渉プロセスと連携政治

時期 日本政権 交渉内容

1945–1954 吉田　茂 –   戦後復興と平和憲法の樹立に集中、対北朝鮮政策の不備

1960–1964 池田勇人
–   経済成長優先、自衛隊強化、日米韓協力強化、日朝国交正常化交渉な

し

1964–1972 佐藤栄作
–   自衛隊強化、日米同盟強化、日米韓協力維持、日朝国交正常化交渉な

し

1972–1974 田中角栄
–   外交の多角化、中国との関係改善、対北朝鮮政策の不備、日朝国交正

常化交渉なし

1976–1978 福田赳夫 –   経済優先、日米韓協力維持、自衛隊強化、日朝国交正常化交渉なし

1980–1982 鈴木善幸
–   「持続的な経済成長、防衛力増強、日米韓協力維持、日朝国交正常化交

渉なし」

1982–1987 中曽根康弘
–   自衛隊強化、日米同盟強化、日米韓協力強化、日朝国交正常化交渉な

し

1987–1989 竹下　登 –   経済優先、自衛隊強化、日米韓協力維持、日朝国交正常化交渉なし

1989–1991 海部俊樹 –   経済優先、日米同盟強化、自衛隊強化、日朝国交正常化交渉なし

1991–1993 宮澤喜一
–   経済優先、日米同盟強化、対北朝鮮政策の不備、日朝国交正常化交渉

なし

1993–1994 細川護煕 –   自衛隊強化、経済改革、北朝鮮核問題対応、日朝国交正常化交渉開始

1996–1998 橋本龍太郎 –   自衛隊強化、対北朝鮮制裁強化、日朝国交正常化交渉中断

1998–2000 小渕恵三 –   自衛隊強化、経済優先、対北朝鮮協力模索、日朝国交正常化交渉再開

2000–2001 森　喜朗 –   自衛隊強化、経済優先、対北朝鮮協力模索、日朝国交正常化交渉継続

2001–2006 小泉純一郎
–  対北朝鮮拉致問題交渉、経済優先、北朝鮮核問題対応、日朝平壌宣言

（2002年）

2006–2007 安倍晋三 –   北朝鮮に対する強硬対応、拉致問題強調、日朝国交正常化交渉中断

2007–2008 福田康夫 –   対北朝鮮協力模索、経済優先、日朝国交正常化交渉再開

2008–2009 麻生太郎 –   対北朝鮮強硬対応、日米同盟強化、日朝国交正常化交渉中断

2009–2010 鳩山由紀夫 –   対北朝鮮協力模索、経済優先、日朝国交正常化交渉再開

2010–2011 菅　直人 –   対北朝鮮強硬対応、経済改革、日朝国交正常化交渉中断

2011–2012 野田佳彦 –   対北朝鮮強硬対応、経済優先、日朝国交正常化交渉なし

2012–2020 安倍晋三 –   対北朝鮮強硬対応、日米同盟強化、日朝国交正常化交渉なし

2020–2021 菅　義偉 –   対北朝鮮強硬対応、日米同盟強化、日朝国交正常化交渉なし

2021–2024 岸田文雄
–  防御 ·反撃能力の強化、防衛費の増加、対北朝鮮強硬対応、日朝首脳

会談提案（2024）

出典 :著者作成、日本外務省『外交青書』37）参照

第二に、日本の対北朝鮮政策への対応が硬直し、相変わらず対北朝鮮圧迫（強硬）モー

ド一辺倒であった。例えば、「米・中・ロ・韓」が対話（包容）政策の構図に変わってい

る状況でも日本は一貫したスタンスを取ってきたためである。6カ国協議で対北朝鮮政策

37） https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/
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をめぐる各国の立場は日米の圧迫政策対韓・中・露の宥和政策構図が結果的にリスク管理

における制度的・構造的限界が存在することが、本事例研究から導き出される重要な教訓

である。このように、特定的相互主義に依拠した日本の対北政策は成果が限定的であり、

日本政権内では『拉致問題の提起のみでは外交的成果を得られない』との批判も生じた。

これは政策レジームが硬直化する典型例と言える。例えば強硬な勢力に支持基盤を置いた

安倍政権はジレンマに陥り、対北朝鮮外交が停滞した経緯がある。こうした北朝鮮問題を

めぐる日本の対北朝鮮強硬外交政策の展開は、結果的に日朝間の敵対的な力学関係につ

ながった。これは結局、北朝鮮核のリスク管理はもとより、 朝鮮半島における平和体制

の構築にも否定的な影響をもたらしかねないという点を想起しなければならない。

3　韓国の対北朝鮮政策転換 :相互主義及び調整メカニズム 

3.1.韓国の対北朝鮮政策

金泳三（キム ·ヨンサム）、李明博、朴槿恵、文在寅、尹錫悦、政権の北朝鮮核リスク

管理戦略及び政策的対応に関して要約すると、次のようになる。

表4　韓国の政権別対北朝鮮政策の変化

政権（時期） 対北戦略

金泳三政権
–   1993年3月の北朝鮮の核拡散禁止条約 (NPT)脱退後、韓米政策調整の重
要性を認識

–  1994年10月の米朝間ジュネーブ合意→米朝間交渉の結果を事後追認

金大中政権
–   第2次北朝鮮核問題発生 :「南北和解 ·協力」という太陽政策を基調に解
決努力

盧武鉉政権
–   多国間交渉によるリスク管理 :北朝鮮の核問題解決に期待
–   米朝間の葛藤深化

李明博政権
–   対北朝鮮強硬対応戦略 :対北朝鮮支援中断及び制裁強化
–  非核 ·開放 ·3000構想提示

朴槿恵政権
–  信頼プロセスの推進 :対話と制裁の並行戦略
–   開城工業団地の閉鎖決定

文在寅政権
–  「朝鮮半島平和プロセス」の推進及び平和体制の構築
–  南北首脳会談及び米朝首脳会談主導

尹錫悦政権
–   対北朝鮮抑制 (核抑止理論 )と強硬政策に復帰→条件付き対北朝鮮支援を
提示

–  日米韓三角協力強化及び国際協力誘導

出典 : 著者 作成

金泳三政権（1993–1998）では、1993年3月の北朝鮮の核拡散禁止条約（NPT）脱退、
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1994年10月に米朝間で合意された「ジュネーブ合意」の影響を受けた。しかし、北朝鮮

の核戦略に関して自律性を持たないまま、米朝間の交渉結果を「事後追認」する程度に留

まった。この事例は韓米政策調整の重要性を認識させる契機になった。

表5　韓国・米国・日本の政権別対北政策及び北朝鮮の対応

時期 日本首相 日本の対北政策
米国

大統領 
米国の

対北政策
韓国
大統領

韓国の
対北政策

北朝鮮の対応

1945–
1952 吉田

戦後復興及び
平和憲法の樹立

ハ リ ー · ト
ルーマン

朝鮮半島の分
断と冷戦政策

李承晩 反共政策 –

1952–
1960 吉田

平和憲法の維持、
経済回復

ア イ ゼ ン ハ
ワー

反共主義の強
化

李承晩 反共政策 –

1960–
1964 池田

経済成長優先、
自衛隊強化

ケネディ ·
ジョンソン

冷戦中の同盟
強化

朴正熙

経済開発
・反共政策

–

1964–
1972 佐藤 日米韓協力、

自衛隊強化
ジョンソン ,
ニクソン

ベトナム戦争
及びデタント

朴正熙
日韓関係の改善
国 交 正 常 化 

（1965）

1972–
1974 田中 外交の多角化、 ニクソン

デタント及び
中国関係の改
善

朴正熙
日中関係の改善
国交正常化 
（1972）

1974–
1980 福田

日米韓協力維持、
経済優先

フ ォ ー ド ,
カーター

デタントの維
持、人権問題

朴正熙
崔圭夏

–

1980–
1982 鈴木 経済成長の持続、

防衛力増強
レーガン 強硬対北政策

崔圭夏
全斗煥

–

1982–
1987 中曽根

自衛隊強化、日米
同盟強化

レーガン  強硬対北政策 全斗煥 –

1987–
1989 竹下 自衛隊強化

レーガン，
ブッシュ

強硬対北政策

盧泰愚

北方政策 経済優先 （日本）

1989–
1991 海部 日米韓協力、自衛

隊強化
ブッシュ 強硬対北政策 北方政策 –

1991–
1993 宮澤 経済優先、日米同

盟強化
ブッシュ ,
クリントン

強硬対北政策
盧 泰 愚 
金泳三

北方政策 –

1993–
1996 細川 経済改革

クリントン
対北交渉 , 
ジュネーブ合
意

金泳三

太陽政策

自衛隊の強化 （日
本）

1996–
1998 橋本 対北朝鮮制裁

1998–
2000 小渕 経済優先 金大中

2000–
2001 森 自衛隊の強化、対

北朝鮮協力
クリントン ,
ブッシュ

対北交渉 , 
ジュネーブ合
意

金大中 –

2001–
2006 小泉 北朝鮮との拉致問

題交渉

ブッシュ

 強硬対北政策
金大中
盧武鉉

2002年 小泉の訪
朝、拉致被害者
の帰国

2006–
2007 安倍 対北強硬対応、

拉致問題を強調
強硬対北政策 盧武鉉 –

2007–
2008 福田 対北協力 強硬対北政策 盧武鉉 –



18

『国際武器移転史』第21号（2026年1月）

2008–
2009 麻生 対北強硬対応

ブッシュ
オバマ

強硬対北政策 李明博 韓米協力 日米同盟の強化

2009–
2010 鳩山 対北協力

オバマ

対北交渉

李明博

強硬な対北政
策

経済優先（日本）

2010–
2011 菅 

対北強硬対応

李明博 経済改革（日本）

2011–
2012 野田 李明博 経済優先（日本）

2012–
2014 安倍 強硬対北政策

李明博
朴槿恵

対米
政策協調

日米同盟の強化

2014–
2017 安倍 強硬対北政策 朴槿恵

対米
政策協調

日米同盟の強化

2017–
2020 安倍

対北強硬対応
日米同盟強化

トランプ
対北交渉
首脳会談

文在寅
対米
政策協調

2018 〜 2019 年の
米朝・南北首脳
会談

2020–
2021 菅 対北強硬対応

日米同盟強化
トランプ
バイデン

文在寅
対米
政策協調

2020年の短距離
ミサイル発射

2021–
2022 岸田 対北強硬対応 バイデン

対北交渉 + 強
硬政策の併用

文在寅
対米
政策協調

2021 年 の ICBM
発射 ,日米同盟の
強化

2022年
 12月 
–2024

岸田
防御 ·反撃能力の
強化 ,防衛費の増
加

バイデン 強硬政策 尹錫悦
対米
政策協調

2022年の火星 17
型 ICBM発射

出典 : 著者作成

金大中政権（1998–2003）では、第2次北朝鮮核問題発生時、 南北の和解と協力に基づ

く「太陽政策」によって核問題の解決を試みたが、決定的な成果を出すことができなかっ

た。むしろ米国との関係に緊張をもたらし、対北朝鮮リスク管理のためには米国との政策

調整が重要だという教訓を残した。

盧武鉉（2003–2008）政権発足当初、北朝鮮の核問題解決に対する高い期待が寄せられ

たが、米朝間の対立（葛藤）が深まる中、韓国政権は再び北朝鮮の核問題で周辺的位置に

残ることになった。結局、多国間交渉によるリスク管理の必要性が浮き彫りとなった。

李明博政権（2008–2013）は対北朝鮮強硬対応戦略を採択した。これは、北朝鮮への支

援を中止し、制裁を強化する方向で現れた。「非核・開放・3000」構想を提示し、北朝鮮

が非核化を実現すれば経済的支援を提供するという特定的相互主義に基づいた「核抑止

理論」を展開した。

朴槿恵政権（2013–2017）の対北朝鮮政策は信頼プロセスを基調に、対話と制裁を並行

する戦略を採用した。これは北朝鮮の行動変化に応じて相応する措置を取るという接近方

式である。また、2016年に開城工業団地の閉鎖を決定するなど、北朝鮮に対して強硬な

立場を示し、 南北関係はより一層硬直した。

文在寅政権（2017–2022）は「朝鮮半島平和プロセス」の構築を政策目標に、南北及び
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米朝首脳会談を主導し、国際的な平和体制に寄与する戦略を駆使した。特に対話及び宥

和政策を通じて北朝鮮の核問題解決を模索し、複数回の首脳会談が開催された。尹錫悦

政権（2022–2025）は対北朝鮮抑制及び強硬政策に復帰した。条件付き対北朝鮮支援を提

示しながらも、前提条件及び強力な抑止力を強調するアプローチを採択した。日米韓3国

協力を強化し、国際協力を誘導して北朝鮮の核の脅威に対応している。

表6　韓国の対米政策調整と対北朝鮮政策の選択

　　　　対米政策調整 
　
 対北強硬政策

韓米政策の対立
Competitive/Conflict

韓米政策の協調
Cooperative/Alliance

強硬政策への賛成 Ⅰ
（制裁と圧力）

Conditioned Strategy

A 対北強硬 vs. 対北融和（包容
政策）

B 対北強硬政策（対米政策の追
従）

金泳三政権 vs. クリントン /オ
バマ政権

李明博 / 朴槿恵 - オバマ / トラ
ンプ政権 （ミサイル /核実験：
2009.5.25）
2009：6カ国協議の停滞
尹錫悦–バイデン政権：対北首
脳会談は未定

強硬政策への反対 Ⅱ
（対話 /包容 /和解政策）

Unconditioned Strategy

 C 太陽政策 vs. 対北強硬政策
 D 　太陽政策（韓米政策の収
斂）

盧武鉉政権 - ブッシュ政権
（ミサイル /核実験：2006.10.9）
2001：ブッシュ政権の太陽政策
への批判 →「悪の枢軸」
2006：米国の対北制裁、2007：
南北首脳会談☞文在寅 - バイデ
ン政権（制裁維持及び軍事的抑
止力の強化）

金大中–クリントン政権
2000年：米国による南北首脳会
談の支持、和解（reconciliation）
の政治
文在寅–トランプ政権
2018〜 2019年：南北・米朝首
脳会談
朝鮮半島平和プロセス及び首脳
会談を支持

出典 : 著者作成

3.2.日米韓外交協力 (調整 )及び政策の帰結：カップリングvs.デカップリング

一期目のトランプ政権は、文在寅政権の対話と互恵的相互主義を基調とする交渉戦略

を支持し、強力な「経済制裁（Economic Sanction）」及び抑止力を通じて北朝鮮の非核化

を圧迫した。政権交代後、バイデン大統領は文在寅政権の対話と交渉基調を支援しながら

も、制裁維持及び抑制力強化戦略を通じて北朝鮮の挑発に対応している。一方、バイデン

政権は保守政権に交代した韓国の尹錫悦政権（当時）と協力して「核抑止戦略」を強化し、

日米韓三カ国間協力を通じて北朝鮮の脅威に強硬対応している。

日本の対米政策調整と対北朝鮮政策の選択は、日米関係の協調と対北朝鮮強硬政策の
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賛否によって、次の4つに分けられる。

表7　日本の対米政策調整と対北朝鮮政策の選択

　　　　 対米政策調整 

対北強硬政策

米日政策対立
Competitive/Conflict

米日政策協力
Cooperative/Alliance

対北強硬政策の賛成 I
（制裁と圧力）

Conditioned Strategy

A対北強硬 vs. 対北融和（包容政
策）

B 対北強硬政策（米日政策の収斂）

森 vs. クリントン政権
菅直人 vs. オバマ政権
安倍・菅・岸田　vs. トランプ政
権

安倍・菅・岸田 – オバマ／バイ
デン政権（ミサイル／核実験：
2009年 5月 25日）
2009年：6者協議の停滞
2024 年：北朝鮮核リスク管理の
限界が露呈

強硬政策反対 II
（対話・包容宥和政策）
Unconditioned Strategy

 C. 太陽政策 vs. 対北強硬政策  D. 太陽政策（米日政策の収斂）

鳩山 vs. オバマ政権
（ミサイル／核実験：2006.10.9）

小渕 –（金大中）–クリントン政
権
2002年：日朝首脳会談
2027年：日朝・米朝首脳会談（予想）

出典 : 著者作成。

A対北朝鮮強硬vs. 対北宥和政策：森政権は対北強硬政策を支持し、クリントン政権の

宥和政策と政策的対立を見せたが、民主党の菅直人政権はオバマ政権の対北強硬政策基

調に歩調を合わせた。安倍晋三、菅義偉、岸田文雄政権は強硬対北政策を推進し、オバ

マ及びバイデン政権と政策を共有し協力体制を維持した。

B 対北朝鮮強硬政策（日米政策収斂）：安倍、菅、岸田政権は対北朝鮮強硬政策を支持し、

米国のオバマ、バイデン政権と政策的連携（協力基調の維持）を高めた。特にミサイル及

び核実験（2009年5月25日）以後、李明博、朴槿恵、尹錫悦政権とオバマ、バイデン政

権は麻生政権（鳩山を除く）以後、岸田政権に至るまで協力して対北朝鮮圧迫政策を持続・

強化した。ミサイル及び核実験の余波で6者協議が停滞し、北朝鮮核リスク管理の限界が

克明に現れる類型（時期）である 38）。

C 太陽政策 vs 対北朝鮮強硬政策：日本の鳩山由紀夫政権（2009–2010）は対北朝鮮協力

と経済優先を強調し、包容政策を実施したが、米国のオバマ政権と李明博政権が強硬対

北朝鮮政策を堅持したことで対北朝鮮政策の方向性が一致せず、核リスク管理が効果を

発揮しなかった。

D 太陽政策（日米韓政策収束）：小渕恵三政権は、金大中大統領とクリントン政権と連

38） 御手洗昭治［2007］, 「アジア太平洋地域の安全保障と六ヶ国多国間交渉〔1〕(2002年〜2006年12月8
日迄 )」, 『札幌大学総合論叢』 第23巻 , pp.199–211。
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携政治（協力）して太陽政策を推進した。米国は、南北首脳会談（2000年）や日朝首脳

会談（2002年）プロセスを支持した結果、「和解の政治」（2018–2019年）が花開く時期と

評価できる。南北及び米朝首脳会談の開催で韓米間の「政策収斂」は結果的に日本の積

極的な支持を受けることができず、未完成と評価されるが、関係改善の踏み台（プラット

フォーム）になったことは明らかである。日朝及び米朝交渉を通じて国交正常化が実現す

れば、日米韓の「連携政治」は国際協力の強化につながり、安全保障上のリスク管理にも

重要な役割を果たすという事例（モデル）になろう。

4　結論：「安保レジーム」の変容と国際協力 (重層的制度 )の限界

北朝鮮の核リスク管理をめぐる日米韓3国の対北朝鮮政策に関して相互主義の観点から

検討し、関連した国際安保体制の変容に関して分析した結果は、次の3つに要約される。

日米韓3国の対北朝鮮安保体制は、相互主義の規範や原則によって北朝鮮の対応ガバナン

スが変わった。 

第一に、韓国政権の対北朝鮮政策は、金大中（=盧武鉉=文在寅）政権が実施してきた「互

恵的相互主義」から、2008年の李明博政権発足とともに条件的・特定的相互主義に変化

した。さらに、米国の対北朝鮮政策は、クリントン政権の互恵的相互主義政策から、ブッ

シュ政権とオバマ政権下の特定的相互主義へと変化した。当時、韓米両国が互恵的相互主

義に反対した背景には、盧武鉉政権（及びその政策を継承した文在寅政権）が掲げた「太

陽政策」が北朝鮮に実質的な変化をもたらすことができなかったことが挙げられる。結果

的に、核問題を進展させることができず、南北関係の緊張状態を継続した。

第二に、日米韓の対北朝鮮政策の変化、特に対北朝鮮強硬政策の実施は、結果的に朝

鮮半島の軍事的緊張と経済的不安状況と連動していた。特に韓国と日本が北朝鮮に対して

「特定的」相互主義に基づいた政策を行う際は結果的に南北・日朝関係が極度に不安定に

なり、むしろ米国と中国の影響力が増大する結果をもたらした。北朝鮮の非核化を前提条

件とする「北核問題の先決」という政策枠組みの下では、対北朝鮮制裁措置の継続によっ

て事態の複雑化を招き、関係改善や効果的なリスク・マネージメントが困難になる可能性

がある。これは、北朝鮮の核リスク管理における日米韓の「連携政治」及び政策調整メカ

ニズムが効率的に作動できなかった経路依存性理論及び歴史的教訓である。「新しい朝鮮

半島平和構想を推進するためには、北朝鮮の核放棄が前提にならなければならず、南北

関係改善のための真摯な対話が前提になってこそ首脳会談を推進する」という李明博－朴

槿恵－尹錫烈（ユン・ソンニョル）による政権の強硬な（条件付き）外交は、基本的な方
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向では可能だが、戦略的管理レベルでより柔軟な「政策転換」が必要であると思われる 39）。

第三に、韓国と日本、ひいては米国の対北朝鮮政策の変化とその政策帰結を分析した

結果、韓国の対北朝鮮政策がもたらした成果は限定的であった。むしろ、韓国や日本の政

治には米国の影響力が大きく作用している。さらに、米国と同調した「特定的相互主義（＝

核抑止理論）」よりは「互恵的相互主義」を土台にした対北朝鮮政策の推進が望ましいも

のとみられる。たとえ成功しなかったとしても、文在寅政権の積極的な包容政策は、米ト

ランプ政権の支持を受け、非核化論議がかなり進展をもたらした事例として評価されるべ

きである。対北朝鮮政策の効果を最大化するためには、政治・軍事的関係改善と平和共存

のための米国・日本（あるいは中国）など国際協力が必要不可欠である。

結論として、韓国の対北朝鮮外交においては、北朝鮮に対する過度な圧力行使や非現

実的な要求よりも、「互恵的相互主義」に基づいた政策選択（アプローチ）が効果的であ

ると考えられる。また、北朝鮮が政治・経済的効用を同時に狙い、非核化と交換し、実利

をどのように追求するかがカギである。同時に、日本が日朝国交正常化交渉の過程で最大

の障壁となってきた拉致被害者問題に関する新たな解決策を導入（提案）できるか、すな

わち「拉致問題に拉致された日本外交」の「政策転換（Policy Transformation）」も注目に

値する。

39） 特に6者会合のメンバー国である日本の事例からも分かるように、対北朝鮮強硬政策の実施は、北朝鮮

の対外政策の対象から日本が除外される結果（ジャパン・パッシング）をもたらすことが確認できる。
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